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【群馬県上野村】上野村における高齢者を対象とした熱中症対策 

 

１．事例の概要 

１）地域の概要 

群馬県の最南西部に位置し、村全体が山岳地帯に

なっており、人口約 1,100 のうち約 500 人は高齢者

である。 

 

２）地域の熱中症対策の課題 

高齢者は自身の心身能力を過大評価する傾向があ

り、上野村の高齢者には「熱中症を正しく恐れる」

意識が醸成されていない。加えて、上野村の高齢者

の多くがエアコンの設置が困難な住宅に住んでい

る。 

 

３）取組の概要 

村内の高齢者（約 500 人）を熱中症リスクの観点から、独自のスクリーニングシートを

使って、ハイリスク者（33 人）とハイリスク者以外に分類し、ハイリスク者には個別に訪

問や電話による声がけを実施し、ハイリスク者以外には熱中症にかかりにくい身体づくり

や普及啓発を実施した。 

また、将来的な施策展開のため、高齢者の居住環境を調査し、上野村の住居に望ましい

対策を検討し、対策案をまとめた。 

 

４）KPI と評価結果、今後の目標 

・高齢者の熱中症救急搬送者数 令和3年度：0人 ※直近5年間ではじめて０人となっ

た 

・熱中症リスク評価の実施 令和 3年度：全村民の約 29%→令和 5年度：全村民の 75% 

・熱中症防止強化月間の対象者 令和 3 年度：全村民の約 41%→令和 7 年度：全村民の

100% 

２．取組の流れ・スケジュール 

令和３年度 実施内容 

４月 ・（環境省が別途契約する）請負業者と３部局、地域包括支援センターでの打合せ

（キックオフミーティング） 

６月 ・プロジェクトチーム編成（ＩＣＴツール運用開始） 

・事業の「企画」、「運営」、「検証」、「報告」の方法と工程を確認 

・熱中症スクリーニングシート作成 

・熱中症リスク評価の開始（熱中症スクリーニングシート運用） 

・広報活動開始 
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令和３年度 実施内容 

・筋力トレーニング提供開始 

・ピンポイント支援の準備・運用開始 

・防災行政無線放送による「熱中症警戒アラート」の発令開始 

８月 ・プロジェクトチームによる事業の中間検証（結果を運営に反映） 

９月 ・筋力トレーニング提供終了 

10 月 ・中間報告書の作成・環境省に中間報告書を提出 

11 月 ・検証・報告以外の事業内容は終了 

・プロジェクトチームによる事業の最終検証・最終報告書の作成 

12 月 ・環境省に最終報告書を提出 

１月 ・環境省の検討会における成果報告 

・令和４年度の熱中症予防対策事業を立案 

 

３．組織体制 

庁内３部局が中心となって、関連団体がフォローする体制を構築した。 

保健福祉課の保健師が熱中症予防に資するテレビ番組作成、データ分析、医学的助言 

総務課の防災担当がデータ提供、村内放送担当 

保健福祉課の介護保険担当がリスク評価、データ分析、社会福祉協議会の活動フォロ

ーを担当 

社会福祉協議会の福祉活動専門員、福祉専門職が広報活動、スクリーニングシート記

入（訪問ヒアリング）、筋力トレーニング提供、ピンポイント支援を担当 
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４．地域の熱中症リスクの評価 

人的要因と環境要因を組み合わせた熱中症スクリーニングシートを各専門職の監修の

もとに作成し、上野村の全高齢者に対し、社協職員が訪問面接調査法により高齢者宅で

ヒアリングしつつ結果をスクリーニングシートに記入した。 

合計点数（16 点満点）の上位 33 名をハイリスク、9 点以上をミドルリスク、8 点以下

をローリスクとして 3段階で評価した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スクリーニングシート 
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５．熱中症予防行動の広報 

１）チラシの作成 

・多くの高齢者が「熱中症警戒アラート」がし

っかりと理解できるように工夫 

・挿絵や図を多くして、文章は短くした。ま

た、方言を使用 

・高齢者には福祉部局の職員が訪問して説明。

362 名に実施 

 

２）関連団体のサポート 

・関連団体には事業概要を説明、可能な限りの

サポートを要請 

 （例）警察、民生児童委員：高齢者宅訪問時に

予防啓発活動を実施 

   広域消防：消防車両による広報活動を村内

巡回時に実施 

   JA、教育委員会：ポスターの掲示、訪問者

への声掛け運動 

   長寿会：事業に対する賛同 

 

６．熱中症警戒アラートへの対応 

事前周知として、警戒アラート・暑さ指数

（WBGT）に関するチラシを作成し、また自治体

広報にて熱中症警戒アラート・暑さ指数

（WBGT）に関するページを作成し、全戸（560

世帯）に配布した。 

「熱中症警戒アラート」が発表された際の対

応としては、村民に対しては防災無線で情報発

信し、「上野村熱中症警戒アラート活用プロジ

ェクトチーム」においてはメディカルケアステ

ーションで情報共有を行った。また、ハイリス

ク者にはピンポイント支援を行った。 
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７．熱中症リスクを効果的に低下させる取組のポイント 

１）リスクに応じた対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ピンポイント支援の状況                運動指導の状況 

 

２）居住環境調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・約 500 人の高齢者に対し、熱中症

【ハイリスク者：33 名】 

・群馬県に熱中症警戒アラートが発表さ

れ、最寄りの観測地点の暑さ指数が 30 を

超過した場合に、平日は訪問、休日は電

【ハイリスク者以外】 
・保水力の向上を目的とした筋力トレー

ニング情報を地元ケーブルテレビで配

信、訪問による運動指導を実施 
・絵や図、方言を用いたチラシを作成

し、訪問して説明しながら配布 

・モデルケース住宅を 4 件選定し、熱中

症リスクに関係する家屋の断熱性能や空

調の状況などの現地調査を実施し、今後
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８．持続的な取組へのポイント 

モデル事業で得られた知見及び成果を以下①、②の計画に反映させて総合的な計画と

する。 

①（上野村健康増進計画 第二次） 

 「生活習慣病」の関連事項として位置づける予定。 

②上野村高齢者保健福祉計画・第８期上野村介護保険事業計画（令和３年度～令和５年

度） 

「地域支援事業」の一般介護予防事業の項目及び包括的支援事業（認知症関連事項）

の項目に位置づける予定。 

 

中長期の目標 

・5年後：生産年齢層の「熱中症警戒アラート」認知率・活用率 100％ 

・10 年後：高齢者層の「熱中症警戒アラート」認知率 96％・活用率 96％ 
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【東京都豊島区】暑さ指数（WBGT）の「見える化」で熱中症を予防～見せて、伝えて、気をつけて～ 

 

１．事例の概要 

１）地域の概要 

豊島区は東京 23 区の西北部に位置し、年平均気温は 1950 年頃までは約 14℃～15℃で推移していたが、

近年は 16℃～17℃で推移している。豊島区内には住宅を中心に小規模な緑被が多く分布しており、主な

緑被地は東部の染井霊園付近、南部の学習院大学と雑司ヶ谷霊園付近に分布している。 

豊島区の 65 歳以上人口に占める一人暮らしの割合は全国区市 1 位で、一人暮らし割合が高い自治体

は、生活利便度が高く、狭小住戸が多い傾向がある。 

 

 

 

 

２）地域の熱中症対策の課題 

熱中症対策事業として、夏季に民生委員が一人暮らしの高齢者を訪問し、熱中症予防の呼びかけと熱

中症対策グッズの配付を行なっている。しかし、民生委員の負担が大きいこと、また、対象世帯全員に

継続して訪問することが困難であることが課題となっている。 

さらに、一人暮らし高齢者の割合が高い豊島区において、高齢者への情報発信の必要性が高まってい

る。高齢者の熱中症リスクを低減するためには、効率的・効果的な啓発を行うことが課題となっている。 

 

３）取組の概要 

豊島区の各エリアの熱中症リスクを把握するため、区内14か所で暑さ指数（WBGT）計による測定を行

った。また、区民の熱中症に対する予防行動の自主的な実施を図るため、以下の取組を実施した。 

・区民ひろば、体育施設等に測定した暑さ指数（WBGT）と警戒レベルをリアルタイムで表示 

・暑さ指数（WBGT）の活用に関する高齢者福祉施策の関係者や区民ひろばの管理者、指定管理者・区

担当者等との意見交換 

・食と健康、熱中症予防に関するテーマでのセミナー等の啓発活動 

・セミナー参加者を対象としたアンケートによる啓発活動の効果検証 

 

４）KPI と評価結果 

① 暑さ指数（WBGT）計による測定 

・測定地点 14か所での暑さ指数（WBGT）の「見える化」 

・暑さ指数（WBGT）の数値化：屋外が屋内より最大で 13.7、日向が日陰より最大で 7.0 高い 

・熱中症警戒アラートとの差分検証：アラート発表日の暑さ指数（WBGT）はほぼ33を超え、アラート

が発表されていない日でも暑さ指数（WBGT）が 33を超えることがあった 

② 啓発活動 

・セミナー受講者の関連知識等の新たな習得：熱中症警戒アラート理解度 19%から 60％に増加 

・暑さ指数（WBGT）の認知数：100,118 名（置期間中来館者） 
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２．取組の流れ・スケジュール 

令和 3年度 実施内容 

4 月 ・請負業者との打ち合わせ（スケジュール、実施要領作成) 

5 月 ・熱中症システムの全体構成作成 

・設置候補場所の検討、実施内容の調整 

・請負業者試作開始 

・関係者に対する実施目的・内容の説明 

6 月 ・現地確認、設置場所の確定 

・チラシ作成 

7 月 ・熱中症計によるデータ測定開始 

・現場状況確認、呼びかけの強化 

・セミナー開催、アンケートの実施 

・チラシの設置・配布 

8 月 同上 

9 月 同上 

10 月 ・測定データの取りまとめ、分析、課題抽出等 

・環境省への中間報告書 

11 月 ・関係者の意見等を踏まえ、具体的な対策を検証 

・中間報告会の実施 

12 月 ・環境省への最終報告書 

1 月 ・環境省の検討会における成果報告（その結果を踏まえて計画や報告書を修正） 
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３．組織体制 

区民ひろば、区立体育施設、高齢者施設（介護予防施設）及びその所管課、関係課ならびに指定管理

者と連携し、本事業の結果や今後の活用等について情報共有・意見交換を行うことで、庁内外との連携

体制を構築する。詳細は以下のとおりである。 

 

１）区民ひろば、区立体育施設との連携 

区民ひろば所長会・事務局長会や、区立体育施設の指定管理者との体育施設調整会議の場において、

熱中症警戒アラートと実際の豊島区内での暑さ指数の比較データを共有するなど、今後の活用等につ

いて意見交換を行う。 

・区民ひろば、体育施設管理者：機器設置場所の提供、施設利用者への啓発活動 

・豊島区：機器設置、データ共有、活用、啓発活動 

・タニタ：測定データまとめ、啓発活動 

 

２）高齢者施設（介護予防施設）との連携 

介護予防センターやフレイル対策センターなど、高齢者の利用が多い施設に熱中症情報を共有する

体制をつくる。内外の関係者との連携体制のイメージを図１に示す。 

・介護予防センター：機器設置場所の提供、施設利用者への啓発活動 

・フレイル対策センター：機器設置場所の提供、施設利用者への啓発活動 

・豊島区：機器設置、データ共有、活用、啓発活動 

・タニタ：測定データまとめ、啓発活動 
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４．地域の熱中症リスクの評価 

高齢者をはじめ、幅広い世代の区民が利用する地域のコミュニティ施設「区民ひろば」や、介護予

防施設、体育施設等の区内14か所で暑さ指数（WBGT）計による測定を行い、エリアごとの熱中症リス

クを評価した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日中の暑さ指数（WBGT）は、屋内にくらべて屋外が最大で 13.7、日陰にくらべて日向が最大で 7.0

高かった。熱中症警戒アラートが発表された日には、ほとんどの測定地点で暑さ指数（WBGT）が33を

超え、アラートが発表されていない日でも暑さ指数（WBGT）が 33 を超えることがあった。 

また、測定した 14時の暑さ指数マップと高齢者マップから熱中症警戒マップを作成した。 

 

   

 

 

 

 

 

暑さ指数マップ（14 時）             高齢者マップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

熱中症警戒マップ（高齢者版） 
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５．熱中症予防行動の広報 

１）暑さ指数（WBGT）の見える化、注意喚起 

計測した暑さ指数（WBGT）をリアルタイムでタ

ブレット上に警戒レベルに応じたイラストで表示

した。 

タブレット端末は施設の受付やロビーなど、来

館者（設置期間中来館者：100,118名）の目に付き

やすい場所に設置し、直接確認できるようにする

ことで啓発効果を高めた。また、タブレットの表

示をきっかけに、来館した高齢者等へ水分摂取等

の呼びかけ、啓発チラシの配布など、熱中症の注

意喚起を行った。 
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２）セミナー等の啓発活動 

食と健康、熱中症予防に関するテーマでセミナーを 7 月から 8 月上旬にかけて行った。 

セミナータイトル：熱中症に負けないからだづくり 

  実施日時・場所・参加者数： 

日時 施設名 参加者数 

7/28（水） 13：30～14：30 高田介護予防センター 14 名 

8/3（火） 13：30～14：30 区民ひろば千早 33 名 

8/5（木） 10：45～11：45 東池袋フレイル対策センター 15 名 

8/6（金） 11：00～12：00 区民ひろば駒込 21 名 

セミナー概要： 

①熱中症全般について 

  熱中症警戒アラートや暑さ指数（WBGT）、熱中症の症状、対処方法、予防方法について解説 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ②熱中症対策の食事について 

   熱中症と夏バテ防止に良い栄養素・食材について、おすすめメニューの紹介 

   発汗時の水分補給の注意点などを説明 
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６．熱中症警戒アラートへの対応 

暑さ指数、熱中症警戒アラートの事前の周知を行うとともに、熱中症警戒アラートの発表時には、

熱中症予防のための運動指針に基づき、区民ひろば、体育施設、学校、保育園等の住民が直接利用す

る施設において一部利用の中止など、熱中症予防のための対応を行った。 

加えて、熱中症警戒アラートが発表された場合、特に暑さ指数が周囲より高いことが示された場所

では、区民ひろばなど高齢者が利用する施設で重点的に危険を呼びかけを行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

• 夏季に民生委員・児童委員が一人暮らし高齢者等への戸別訪問を実施し、熱中症予防の呼びかけ等を行う際、チラシを配付し周知・
啓発

• 区役所本庁舎、区民ひろば、体育施設、介護予防施設等でチラシを配架し、来庁者・施設利用者に対して周知・啓発
• 豊島区ホームページやTwitter、区役所本庁舎内のデジタルサイネージ等を活用し、熱中症対策情報を発信

事前周知（暑さ指数・アラートの普及）方法
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７．熱中症リスクを効果的に低下させる取組のポイント 

１）熱中症リスクマップにもとづく熱中症予防対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

熱中症警戒マップ（高齢者版） 

 

２）住民の関心が高いテーマを設定したセミナーの開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・暑さ指数マップと高齢者マップから作成した熱中症

警戒マップを参考に、熱中症リスクが高い地域から優

先的に啓発などの対策を行なうことで効率化がはかれ

 

・住民の関心が高い「食と健康」の視点を含めた

熱中症予防セミナーを開催し、住民の理解度を効

率的に高めることができる 

・暑さ指数の理解度：実施前 5%→実施後 51％ 

・熱中症警戒アラート：実施前 19%→実施後

60％ 
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８．持続的な取組へのポイント 

モデル事業で得られたリスク評価の結果や庁内外の関係部局・関係施設等との連携体制を踏まえ、以

下の内容を令和 4 年 6 月に策定する『2050 としまゼロカーボン戦略』中に、熱中症への取組として位置

付ける。 

・民生委員等の戸別訪問による熱中症対策を行なっていくとともに、今回の測定結果である豊島区内

の暑さ指数（WBGT）マップ等を活用して関係機関と連携して啓発を行なっていく。 

・介護予防施設などで、身近な話題と熱中症予防を組み合わせた内容でのセミナーを実施し、熱中症

予防に対する正しい知識の周知や理解度を向上させていく。 

・環境省の実施する「熱中症警戒アラート メール配信サービス」への登録を住民へ呼びかけていく。 

・部局横断的な組織体制のもと、全庁的に熱中症対策を推進していく。 

 

【熱中症予防対策の効果の指標（KPI）】 

・熱中症に関する知識の認知度を向上させていく。 

・熱中症による救急搬送者数を減少させていく。中長期の目標 
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【神奈川県川崎市】高齢者の意識と行動を変える！かわさきの熱中症予防啓発事業 

 

１．事例の概要 

１）地域の概要 

・川崎市は神奈川県の北東部に位置し、多摩川を境に東京都に隣接、横浜市と東京都に挟まれた長細

い地形で、市内北西部の起伏の多い丘陵部、多摩川沿いの低地部、工業・流通施設の用地として利

用が多い臨海部の三つに大きく区分 

・川崎市内における年平均気温は、ヒートアイランド現象により国内平均よりも急速に上昇しており、

将来的な熱中症救急搬送者数の増加が見込まれる 

・令和２年度の高齢化率は、市内 21.0％（全国 28.9％）、将来推計では市内の高齢化率は令和７年度

に 21.9％（全国 30.0％）、令和 22年には 29.2％（全国 35.3%）まで増加する 

・市内の高齢者の約 20.7％がひとり暮らし（平成 27 年国勢調査、全国平均 17.7％） 

 

２）地域の熱中症対策の課題 

・市内の熱中症救急搬送者数は高齢者（65 歳以上、以下同様。）の割合が半数程度と多い状況が継続

（H28 年から R２年までの高齢者の比率は単調増加、R2 年は集計以来、初めて半数を超える 54％と

なった） 

・これまで市ＨＰやＳＮＳを活用した情報発信、川崎駅前地下街広報コーナーでの展示等の啓発を行

っているが、「高齢者がインターネット媒体へアクセスする難易度が高い」、「コロナ禍による巣ご

もりなどの影響」や「市内はひとり暮らし高齢者の率が高め」であり、熱中症の発生や予防に関す

る情報が届きにくいことが懸念 

・高齢者の増加が見込まれることから、熱中症になるリスクが高い高齢者への取組が必要 

 

３）取組の概要 

本事業では、特に市民の生活に密接に関連した媒体や手法による広報・啓発を展開した。また、高

齢者の実生活の場における暑熱環境調査に加え、熱中症リスクの将来予測を実施した。 

①熱中症対策の取組 ～高齢者に寄り添った普及啓発～ 

主に高齢者を対象とした熱中症予防対策として、新型コロナワクチン接種会場（高齢者優先時）

等で、チラシ等配架を行うなど約 4,000 人に周知を行った。また、会議やイベント等の場に職員が

赴き、予防の習慣化等について約 870 人に説明を行った。 

②リスク評価の取組 ～IoT を駆使したきめ細かい高齢者暑熱環境の実態把握など～ 

高齢者の熱中症対策に資する情報を得るため、市内20名の高齢者住居における１か月に及ぶ実態

調査を行い、エアコンの使用実態や外気温との関係から屋内における熱中症の配慮の要点を整理し

た。また、気候の全球／領域予測モデルを基に川崎市域（南部／北部）における猛暑日日数等の熱

中症リスクに係る将来予測結果を算出した。 

 

４）KPI と評価結果 

熱中症予防対策を含む気候変動適応に関わる、市民・事業者向けの情報発信回数 

令和２年度実績 46回、令和７年度目標 60 回 → 令和３年度実績 136 回 
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２．取組の流れ・スケジュール 

令和３年度 実施内容 

４月  

 

 

５月  

 

 

６月  

 

 

７月  

 

 

８月  

 

 

９月  

 

 

10 月  

 

 

11 月  

 

 

12 月  

 

 

１月  

 

 

２月  

 

 

３月  

 

 

※ＷＮＩ：㈱ウェザーニューズ 

 

●気候変動適応ＷＧ
（5/10 開催）モデル
事業説明・協力等要

 

高齢者住居モニ
タ リ ン グ 調 査
（ＷＮＩと共同

高齢者住居
調査協力者
選定・調整 

●市内の熱中症リスクのダウンスケーリング
用気象データをＷＮＩへ提供(10 月上旬) 

高齢者住居モニタリ
ング調査結果の検証
（ＷＮＩと共同実

熱中症将来予測デー
タセット等収取及び
ダウンスケーリング
準備（ＷＮＩ） 

町会会議で
の説明(5/10
～8/26) 

●チラシデザイン
確定（4 月末） 

ワクチン会場チラシ
配架(5/18～6/11) 

ごみ車啓発
(7/1～8/31) 

アラート看板掲
出(7/31～8/30) 

図 書 館 展 示
(7/13～8/31) 

駅自由通路ポスター
掲示(6/22～7/5) 

南武線駅ポスター
掲示(7/20～8/3) 

研 究 所 展 示
(7/14～9/30) 

●はがきタウン
発送(7 月上旬) 

アゼリアビジョン
放映(6/18～6/24) 

川崎地下街展示
(6/25～7/9) 

●第２回気候変動適応ＷＧ(1 月開
催見込み)モデル事業結果報告等 

●熱中症リスクダウンスケーリング結果報告書完成 

●モデル事業最終報告書作成・提
出

●高齢者住居暑熱環境調査結果報告書完成 

高齢者住居モニタリン
グ調査報告書取りまと
め（ＷＮＩと共同実

高齢熱中症リスクダウンス
ケーリング結果報告書取り
まとめ（ＷＮＩと共同実

今後の熱中症対策に係る考え方を「川崎市地球
温暖化対策推進実施計画」に反映させるための
検討 

凡例 

：ＷＮＩとの共同調査 

：関係局・区、町会連携 

：計画等反映の取組 

マグネット・看板
作成（東邦プラ

●第３回気候変動適応ＷＧ(３月開催
見込み)次年度取組共有など 
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３．組織体制 

地球温暖化等の環境施策等の全庁的な推進を担う「川崎市環境行政・温暖化対策推進総合調整会議」

の下部組織として、「気候変動適応 WG」を設置した。本 WG では、治水・水害対策、熱中症対策、感染

症対策、暑熱対策などの気候変動への適応策の推進について協議検討を行っている。本事業は、この

WG を通じて健康福祉局健康増進課、消防局救急課と特に緊密に連携・協力して実施している。 

気候変動適応 WG の事務局も担う環境総合研究所（研究所【気候変動情報センター】）が、㈱ウェザ

ーニューズ、㈱東邦プラン、町会代表者と協力して事業を実施した。なお、町会代表者との協働にあ

たっては、各区役所事務局も調整等に尽力した。各外部連携機関の役割を以下に示す。 

・㈱ウェザーニューズ 

高齢者住居における暑熱リスクの分析、及び熱中症リスク将来予測に係る技術的支援 

・㈱東邦プラン 

啓発に利用する広報物（マグネットポスター、看板）作成 

・町会代表者 

町内会会議等における搬送状況等の理解促進並びに各町会への熱中症予防啓発の伝達等 
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４．地域の熱中症リスクの評価 

１）高齢者の住居における暑熱環境調査 

高齢者が生活をする住居の暑熱環境に係るデータの収集・分析を行うため、川崎市内全７区に在住

の 65 才以上の高齢者 20 名程度に対し、自宅で最も長く過ごす部屋に小型気象センサーを設置して行

うモニター調査を７月から８月の間で１か月程度実施した。 

分析の結果、エアコンの使用時間別に３グループに分類し、各グループの居住空間熱中症リスク値

を市独自に算出したところ、最もエアコンの使用時間が少ない「小グループ」のリスクが著しく高い

ことが分かった。居住空間の熱中症リスクに大きな影響を与える要素として、①エアコンの使用頻度、

②窓・扉の開閉等の換気頻度、③建物構造（戸建て、集合住宅）があることがわかった。結果につい

ては、今後の熱中症予防啓発の基礎資料として活用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）市内における気候変動の将来分析 

  市内における気候変動の将来分析を行うことで、熱中症リスクが今後どのように変化していくか把

握する。国立環境研究所が公開している気候変動の将来予測データ及び川崎市が保有する過去の気象

データ等を利用し、猛暑日の増加など空間解像度を高めた気候変動に係る将来予測データをウェザー

ニューズ社が算出した。 

リスク分析の結果、気候変動シナリオRCP8.5で、川崎市南部では、今世紀末に猛暑日日数は現在気

候の約 23 倍、真夏日日数は約 3 倍、熱帯夜日数は約 4 倍、川崎市北部では、猛暑日日数は約 16 倍、

真夏日日数は約 3 倍、熱帯夜日数は約 8 倍となると予測された。予測結果については、今後の熱中症

予防啓発や事務事業の実施根拠として活用する。 
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５．熱中症予防行動の広報 

１）各区役所で実施している町内会会議での普及啓発（５～７月） 

○各区役所内の各町会の代表者（総会の場合最大 100 名程度）が参加

する会議において熱中症予防情報を発信 

・職員が会場に出向き、A４チラシにより市内の高齢者の熱中症搬

送実績や、搬送者に高齢者が増加している実態並びに、具体的な

熱中症予防方法及びその習慣化を呼びかけた。 

・上記説明後、参加町会長に対して熱中症予防出張講座の実施に係

る    

告知を行った。 

○後日依頼を受けた町会等への出張講座の実施（次項で説明）及び、

要望のあった町会への回覧用チラシの提供（約 3000 部発送） 

 

２）スポーツ大会やイベントでの普及啓発（５～８月） 

○町内会会合や体操教室、スポーツの日記念イベントや環境教育施

設における啓発 

・高齢者体操教室での出張講座：２回（６月８日、10日） 

・町内会会合での出張講座：１回（６月 12日） 

・市内スポーツセンター主催イベントにおける出張講座： 

１回（７月 23日） 

・エコ暮らし未来館でのブース設置による予防啓発： 

１回（８月６日） 

 

３）新型コロナウイルスワクチン接種会場における啓発 

（５月～６月） 

○川崎市内の新型コロナウイルスワクチン集団接種会場の副

反応観察待機場所（高齢者優先接種期間中）におけるチラ

シ配架等 

・市内の大規模接種会場におけるチラシ配架（延べ 700

部） 

・一部大規模接種会場におけるユーチューブ動画コンテン

ツの配信 
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４）環境総合研究所における展示（７月～９月） 

○環境総合研究所における展示 

・環境総合研究所アーカイブスペース（過去の

公害対策の歴史も学べる環境学習展示スペー

ス）における熱中症予防対策啓発の企画展示

を行った。 

 

５）熱中症警戒アラート発令期間中の普及啓発（６月

～９月） 

○熱中症予防を呼びかけるマグネットポ

スターを貼付した公用車の運用 

・普通ごみ収集車 139 台（普通ごみ収

集日に市内を網羅的に走行） 

・環境総合研究所等の業務用公用車 

○市民利用施設における熱中症警戒アラ

ート情報発信時の看板掲出 

・区役所７か所（川崎、幸、中原、高

津、宮前、多摩、麻生） 

・環境局市民利用施設 6 か所（環境教

育施設２か所、ごみ焼却所余熱利用

施設３か所、環境総合研究所） 

 

６）大型ビジョンによる予防啓発（６月） 

○川崎駅自由通路大型ビジョン（アゼリ

アビジョン）での動画による予防啓発 

・アゼリアビジョンにおいて熱中症予

防を呼びかける動画を間欠的に放

映、川崎駅東西自由通路の歩行者に

熱中症予防啓発を実施した。（川崎駅

東西自由通路の通行者数：16 万人／

日） 

  

ごみ収集車マグネットポスター 
看板 
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７）地下街における予防啓発展示（６月～７

月）○川崎地下街広報コーナーを利用した熱

中症予防啓発展示 

・川崎地下街（愛称：アゼリア）の広報

コーナーに熱中症予防を呼びかけるポ

スターやぬいぐるみ、日傘などを立体

的に配置して熱中症の予防啓発を実施

した。（近傍通路の平日通行者数：１

万人／日） 
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６．熱中症警戒アラートへの対応 

１）事前周知 

 

 

２）熱中症警戒アラート発表時の対応 
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７．熱中症リスクを効果的に低下させる取組のポイント 

高齢者の熱中症救急搬送者削減の効果については今後も検証を要するが、実際に説明者として町会

役員などに説明をした時の相手の反応を見ていると、やはり熱中症により搬送される危険性を感じて

いる人は少なかったのではないかと感じられた。今回の取組において、町会役員の伝聞に頼る部分も

あるが、多くの市民に直接熱中症予防の習慣化の重要性を説明できたことが重要である。必ずしも効

率的ではないが、高齢者に直接説明することが効果的であり、その場所の確保を今後とも継続してい

く。 

 

８．持続的な取組へのポイント 

本モデル事業による普及啓発及び意識調査の結果を踏まえ、高齢者に熱中症を「対策可能な自分事」

として捉えてもらうことに重点を置いた、熱中症予防啓発に係る事業計画を取りまとめた。 

本事業での検討事項を、川崎市地球温暖化対策推進実施計画の改定時に熱中症対策推進事業に位置

付ける。 
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【静岡県浜松市】熱中症を市民へ意識づけることを目的とした熱中症リスク低減に向けた取り組み 

 

１．事例の概要 

１）地域の概要 

浜松市は、北は赤石山系、東は天竜川、南は遠州灘、西は浜名湖と四

方を異なる豊かな自然環境に囲まれており、全国 2 番目の市域面積

（1,558.06km2）となっており、自動車や二輪車、楽器関連の工場が立地

する都市部と中山間地域を併せ持つことから「国土縮図型都市」と呼ば

れる。気候は比較的温暖であり、年間日照時間は全国トップクラスであ

る。 

 

２）地域の熱中症対策の課題 

浜松市では令和 2 年 8 月に国内観測史上最高気温に並ぶ 41.1℃を記録した。今まで熱中症のリスク評

価は行っておらず、市民への熱中症に対する啓発活動は、市公式ホームページへの掲載、協働センター

や図書館などへのチラシ配架にとどまる。熱中症リスクの高い高齢者や子どもをはじめ、市民一人ひと

りの対策に加えて近所ぐるみの対策を行うことにより、さらなる熱中症リスクの低減が期待できる。そ

のため、市民同士の「声掛け」など共助の重要性を市民に意識づける熱中症対策を啓発していく必要が

ある。 

 

３）取組の概要 

①熱中症リスク評価 

気象や熱中症搬送者の年代や発生場所などのデータを基に、市内の熱中症発生状況を分析する。分

析結果より、どの年代・どの環境下において重点的に啓発していく必要があるかを見極める。 

また、将来の人口や気候変化の予測結果を基に、将来予測される影響も評価することで、本市の環

境に即した適応策を把握する。 

 

②啓発活動 

講演会や市街地活性化と組み合わせた以下のイベント等を実施した。 

・有名気象予報士による講演会（計 1 回、約 200 人） 

・市街地活性化と組み合わせた熱中症対策の実施（6 イベント、計 11 回、のべ約 2,700 人） 

－児童が考える「おうちでできる暑さ対策」の募集 

－ゴミ拾い清掃活動〈エコまち倶楽部〉での対策実施 

－涼感食材（ハーブ）の栽培体験会 

－夏季イベントにおける涼感グッズ販売や打ち水の実施 ＜中止＞ 

－商業施設連携による暑さ対策メニューの提供 

－商店街の屋外イベントにおける熱中症対策の実施 

 

４）KPI と評価結果 

一般市民への啓発活動：目標 2,000 人/年→令和３年度約 3,000 人 
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令和 7年度までに市民対象のモニターアンケートで熱中症警戒アラートの認知度 50％以上 

→令和 3年度 9.9%（「内容まで詳しく知っている」人の割合） 

２．取組の流れ・スケジュール 

令和３年度 実施内容 

４月 ・熱中症対策ワーキンググループ庁内体制整備 

・第 1回庁内ワーキングの開催 

・熱中症対策による市街地活性化の実施における事業・取組の企画調整開始 

５月 ・関係団体との連携体制の整備 

６月 ・熱中症リスク評価の開始（データ収集） 

７月 ・熱中症警戒アラート周知用チラシとポスターの配布 

・第 2回庁内ワーキングの開催 

・児童が考える「おうちでできる暑さ対策」の応募開始 

・企業連携ゴミ拾い清掃活動の実施〈熱中症対策啓発チラシと飲料の提供〉 

・屋内施設での涼感食材のハーブの栽培、ハーブの栽培体験会の開催 

・市民アンケートの検討・作成 

８月 ・商業施設連携における涼感メニュー（米ナスを使ったメニュー）の提供 

・商店街の屋外イベント（サザンクロス朝市、音楽会）におけるミストファンの使用 

・遠州織物（浴衣）による打ち水の実施 

・熱中症予防対策講演会の開催 

・市民アンケートの実施 

・リスク評価結果の検証開始 

９月 ・リスク低減に向けた適応策の立案 

・検証を踏まえた熱中症対策計画の立案開始 

・児童が考える「おうちでできる暑さ対策」優秀作品の街中への掲出 

10 月 ・市民アンケートの分析開始 

・環境省へ中間報告書の提出 

11 月 ・リスク評価計画書の作成 

・第 3回庁内ワーキングの開催 

12 月 ・環境省へ最終報告書の提出 

１月 ・環境省の検討会における成果報告 

・報告書の修正 

・熱中症対策計画の修正 
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３．組織体制 

 庁内関係部局（危機管理監、健康福祉部、産業部、消防局、教育委員会、環境部等）による熱中症対

策計画策定ワーキンググループを立ち上げ、各部署の担当者が集まり、熱中症対策について情報共有や

意見交換を行い、本市の自然的社会的条件に応じた、総合的な熱中症対策行動指針を策定するための体

制を整備した。今年度は３回のワーキングを開催した。 

ワーキンググループは翌年度以降も継続し、毎年夏前には市民に熱中症警戒アラートや熱中症予防を

周知する。また、浜松の中心市街地を活性化させる活動を行っている浜松まちなかマネジメントシステ

ム株式会社や熱中症対策に積極的な民間事業者と連携することで、より有効的な熱中症対策を話し合う

場とする。 
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４．地域の熱中症リスクの評価 

１）熱中症発生状況の分析 

気象や熱中症搬送者の年代や発生場所などのデータを基に市内の熱中症発生状況を分析した。救急

搬送者のデータは浜松市消防局より取得した。 

分析結果より、曜日別で整理すると、高齢者と成人は月曜と火曜が多く、少年は土曜と日曜、乳幼

児は日曜の発生が多く、高齢者や成人は休日明け、少年は部活動や課外活動、乳幼児はレジャーの影

響などが推測される。高齢者は 2 階以下の住宅で、居室や廊下での屋内での発生がほとんどである。

時間帯別に見ると、全体では 11 時が最多で、高齢者は 8～11時台が全体の 1/3 を占める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）将来予測される熱中症リスク 

将来の人口や気温変化の予測を基に、将来予測される影響も評価した。予測には気象庁の「地球温

暖化予測情報第 9 巻 21 世紀末の予測結果」を参考にした。2030 年や 2050 年の搬送者数は 2020 年と

ほぼ同数となるが、高齢者の人数は増加することが想定されている。 

 

 

 

 

 

 

また気温の動向からも平均気温の上昇が予測されるため、将来熱帯夜や猛暑日の発生頻度の増加が

見込まれる。そのため、熱中症リスクの高い年齢層は、今後対策を強化しない場合、2030 年の熱中症

搬送者数は現在より 50％以上増加することが見込まれる。 
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熱中症搬送者の将来推計

2015年 2020年 2030年 2050年

（実績） （実績） （推計） 対2020 （推計) 対2020

合計 276 575 573 -0.4% 563 -2.1%

少年 48 52 50 -3.9% 53 2.6%

成人 104 180 169 -6.2% 142 -21.1%

高齢者 119 338 354 4.7% 367 8.6%

熱帯夜（日） 猛暑日（日）

浜松 天竜 佐久間 浜松 天竜 佐久間

2011-2020年平均 24.9 3.0 1.1 6.5 9.6 12.8 

2030年 31.1 3.8 1.3 8.2 13.6 17.8 

（増減） 24.8% 25.4% 18.0% 26.3% 41.5% 38.9%

2050年 41.6 4.4 1.7 11.4 17.3 21.8 

（増減） 67.0% 46.1% 53.3% 75.7% 79.8% 70.5%

熱帯夜、猛暑日の見込み
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５．熱中症予防行動の広報 

１）熱中症予防対策講演会の実施 

 有名気象予報士を講師に招き、熱中症に関

する講演会を実施し、参加者に対してアンケ

ートを実施した。熱中症警戒アラートや暑さ

指数を意識することの重要性、熱中症にかか

りやすい状況、対処法などを講演した。市民

ひとり一人の熱中症予防対策に加え、市民同

士の声掛けなど共助を盛り込んだ内容とした

ことで、共助の大切さを啓発することができ

た。 

 

２）熱中症対策による市街地活性化の実施 

①児童が考える「おうちでできる暑さ対策」の募集 

 市内の親子を対象に、浜松こども館、浜松

科学館などと連携し、児童が考えるお家で出

来る「涼しくなる工夫」を夏休み期間に募集

し、343 件の応募があり、環境に配慮したも

の、SDGs を意識したものなどの作品が多く集

まった。優秀作品の25件を街中に掲示するこ

とで多くの人に作品やアイデアを周知した。 

 

②企業連携ゴミ拾い清掃活動の実施 

 毎月 1 回開催している中心市街地の企業が

参加するゴミ拾い清掃活動〈エコまち倶楽

部〉にて、暑さ対策として株式会社伊藤園提

供の飲料と熱中症予防啓発に関するチラシを

参加者へ配布し、熱中症予防を呼びかけた。

31 社、約 50 人の参加があった。 

 

③涼感食材ハーブの栽培体験の実施 

 地元でマイクロハーブを栽培する農家の協力を得て、街中の涼しい屋内施設

で栽培可能なマイクロハーブを育て収穫することで、農家や市民に対し、炎天

下での菜園作業における注意喚起を行った。栽培体験会は、全 6 回開催し、延

べ約 100 人が参加した。 
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④ミストファンの活用や打ち水の実施 

 中心市街地で、真夏に開催する屋外イベント実施時に、ミス

トファンを使用して参加者へ熱中症対策を勧め、主催者への意

識共有も図った。また、商業施設の前で打ち水を行い、買い物

客や通行人に熱中症予防を啓発した。ミストファンの活用を通

し、屋外イベント（サザンクロス朝市と音楽会）の参加者約 350

人に熱中症予防を啓発することができた。打ち水は遠州織物の

浴衣で実施することでより買い物客へアピールでき、街中を涼

しく回遊していただいた。 

 

⑤商業施設における暑さ対策の米ナスメニューの提供 

 商業施設のフードコート 7 店舗にて、食べると体感温度が下がると言われている米ナスを使ったレシ

ピを提供し、熱中症予防を啓発した（提供期間：8月 2日～8月 15 日）。米ナスは 5つの民間団体が力を

合わせ毎年夏に取組を実施している「アツいまち」との交流事業で露地作付面積が日本一である高知県

四万十市産を使用（計約 20 ㎏）、ナスに含まれるカリウムには血液の循環をよくする作用があり、多く

の客においしく食べていただき、暑さで上昇した体温を冷やし夏バテを防ぐ効果が期待できることをア

ピールした。  

 

 

 

 

 

 

 

 

   商業施設でのアツさ対策メニューチラシ        米ナスのシチリア風なめろう 
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６．熱中症警戒アラートへの対応 

熱中症警戒アラートの事前の周知を行うとともに、熱中症警戒アラートの発表時には、以下のよう

に関係部局が担当する関係機関へ連絡・周知する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

• 熱中症警戒アラートが発表された際に消防局より「浜松市防災ホッとメール」登録者に向けて注意喚起のメールを配信する
• 熱中症警戒アラート・暑さ指数（WBGT）に関するチラシやポスターを作成し、区役所、公民館、図書館、スポーツ施設等の公共施

設に配布
• 市民が集まるイベントにて市職員よりチラシを配布し説明する
• 出前講座にて熱中症警戒アラートの周知や熱中症における予防法や対処法について市職員が説明する
• 市のホームページや広報誌への掲載
• スポーツ施設や公園管理棟において暑さ指数計の確認をこまめに行い、熱中症の危険度が高い日は利用者へ注意喚起を行う
• 幼稚園による熱中症事故防止確認シートによる暑さ指数の確認など熱中症予防の徹底

事前周知（アラートの普及）方法

熱中症警戒

アラート発表

①警防課（消防局） 市民

②健康安全課（教育委員会） 教育現場（小中高等学校）

③幼児教育・保育課 幼児教育・保育現場（幼稚園・
認定こども園・保育所等）

④公園・スポーツ施設（公園管理
事務所・スポーツ振興課）

⑤ふれあい交流センター（高齢者福祉課）

幼稚園・保育園へ連絡

市立小中高等学校へ周知

公園・施設利用者へ周知

施設利用者へ周知

「浜松市防災ホッとメール」登録者にメール配信 予防行動の徹底

②～⑤は各々の現場（施
設）でアラートの確認をし
ている

園職員・保護者への周知と注意喚起及び園児の安全確保

各校の危機管理マニュアルに基づいた教育
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７．熱中症リスクを効果的に低下させる取組のポイント 

１）地域の現在と将来の熱中症リスクの把握 

 

 

 

 

 

 先入観  実際 

① 熱中症は屋外で激しい運動をする

ときだけなる 

⇒ 屋内で負荷の軽い活動中にも発生している 

② 気温が最も高い午後 2 時頃に気を

付ければ良い 

⇒ 午前や夜間にも発生しており、午前 11 時頃の発生

が最も多い 

③ 当日の気温が高くなければ熱中症

にならない 

⇒ 最高気温が高い日が続いたり、熱帯夜が続くと、疲

労が蓄積するため当日の気温が低くても多く発生し

ている 

 

 

２）熱中症予防効果を高める工夫 

 

 

 

 

 

 

８．持続的な取組へのポイント 

今後、ますます暑い日が増える中、熱中症搬送者数を減らすためには市民の適切な熱中症予防行動の

実践や熱中症の危険がある日は周囲への声掛けを実践していくことが効果的である。そのため、熱中症

警戒アラート認知度の向上をはじめとした市民への予防啓発活動を推進するとともに、アラート発表時

に迅速かつ適切な対応をとれるよう体制を整備することで、市内の熱中症搬送者数を減らすことを目指

す。 

 

【熱中症予防対策の効果の指標（KPI）】 

・市民対象のアンケートにおける熱中症警戒アラートの認知度 

令和 7年度     50％以上 

令和 13 年度    80％以上 

 

 

 

 

 

・市内の熱中症救急搬送データを使った分析により、現在の熱中症発生に関する正確な状況

を把握することで、これまで持っていた熱中症に関する先入観との違いがあることが分か

り、正確な知識を啓発する必要がある。 

・熱中症予防対策の周知に関するポスター・チラシの配布が公共施設にとどまり、周知でき

た範囲が限定的であったため、熱中症対策に力を入れている企業等と連携して熱中症予防啓

発に取り組む。 
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【岐阜県多治見市】熱中症予防に繋がるドラマ制作とその発信 

 

１．事例の概要 

１）地域の概要 

多治見市が過去に独自に行った調査では、中心市街地や郊外の山林で地表面温度の上昇傾向があるこ

とがわかった。高温化の原因としては、開発による緑（いわゆる山林部）の減少、田んぼの宅地化など

が考えられる。 

一方、多治見市は、日中は日本最高気温を記録するほど暑くても、熱帯夜の数は極めて少ないのが特

徴的。これは、土岐川などの水辺の影響のほか、盆地という地形柄、空気の拡散が起こりにくく、日中

は暖かい空気が盆地内に溜まりやすいものの、日没後は日中の暖かな空気は水平方向に拡散されずに垂

直方向へ逃げるために気温が下降しやすくなるためだと考えられる。 

岐阜県内の位置としては南南東、愛知県との県境に位置しており県庁所在地の岐阜市からは東に約 30

㎞、中部圏の中枢都市である名古屋市からは北東に約 30 ㎞の距離にある。 

JR 中央本線、JR 太多線が、市内東西、南北に通過し、国道 19 号、248 号、さらに市北部に中央自動

車道が東西に走るなど東濃地方の交通の拠点であり、産業・文化・経済の中心地である。 

 

２）地域の熱中症対策の課題 

多治見市は、全国的にも暑さで有名であり、熱中症リスクの高いまちでありながらも、熱中症で亡く

なった人はここ１０年では０人である。 

熱中症によって命を落とす人を出さないために、毎年度、気を緩めることなく、熱中症対策について

啓発を行っている。 

しかし、現在の取り組みは行政が実施しているクールアースデー等の暑さ対策として発信しているも

のが多く、行政の情報に関心のある市民への周知が主となっている。市主導の熱中症対策の一環として

配布しているゴーヤの苗については配布先がなかなか決まらない状況である。そのため、行政への関心

が低い市民への熱中症対策に係る周知が十分に行き届いていないという課題がある。 

 

３）取組の概要 

①熱中症のリスク評価 

市民アンケートを行い、市民が感じる熱中症に関するリスク（状況、場所、時間など）や市民が日

常的に行っている対策等を取りまとめる。アンケートの結果を本市の熱中症救急搬送者数と比較する

ことで、市民の感じる熱中症リスクと実際に多く救急搬送されている状況が一致するのか、あるいは

乖離があるのか、またその理由は何かを考察し、評価を行う。 

②アツい、業界インタビュー 

多治見の産業として根付く陶磁器やタイルの製造現場は窯の稼働や屋外での作業も多く、厳しい暑

さの中での業務にあたる。また、名物のうなぎ店の焼き場、日々鍛錬を積む学生の部活動、2022 年竣

工の駅南地区市街地再開発事業の現場など、暑さの中、対策・工夫している方々のインタビューを行

いフリーペーパーに掲載し、多治見市民への熱中症予防の啓蒙とする。 

また、全国へ向けたプレスリリース、広告出稿等を通じＷＥＢ媒体への記事掲載も行う。 

③アツいドラマ多治見編（動画）の制作 
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インタビューによる暑いなかでのエピソードや市民の経験、習慣、思い出などをアレンジし、暑い

まちの暮らしをテーマとした脚本を制作し、ショートストーリーのドラマ化をし、老若男女にわかり

やすく伝わる手法であり、また観たくなるものとして多治見市民へ向け発信する。 

ドラマのストーリーのなかで、市民の熱中症予防対策の様子や、熱中症警戒アラートの知識等につ

いても放映する。また、番組の最後には、出てきた熱中症予防対策のおさらいコーナーを設け、復習

できるようにする。 

名物、文化、観光等の情報も盛り込み、市内の各所で撮影し、発信すること、また市民がエキスト

ラ等で出演することで地域内での視聴者の増加を図り、多くの市民の目につく取り組みとし、老若男

女をターゲットとし、熱中症予防の周知に資するものとする。 

④アツいまち連携による情報発信 

ア）アツいまちサミットでの活動紹介 

イ）アツいまちサミット HP への記事掲載や情報発信、地域連携 

 

４）KPI と評価結果 

令和５年度までに本事業で制作・配信した動画の視聴回数：1,000 回 → 結果：6,531 回 

令和５年度までに本事業で制作・配信した動画に関する SNS（Facebook）アカウントのフォロワー： 

1,000 人 → 結果：1,085 人 

令和５年度までに熱中症予防に関する知識・関心が高まった人の割合（アンケートによる）：  

 （本事業で行う市民アンケートの結果：81.4%を基準として）+10 

 

２．取組の流れ・スケジュール 

令和３年度 実施内容 

５月 ・(環境省が別途契約する)請負業者ほか共同実施者間で打ち合わせ 

・多治見市中心市街地活性化協議会、熱中症予防部会の立ち上げ調整 

・今夏に実施したい事業・取り組みの企画調整 

・アツいまちサミットへの参加 

６月 ・アツい業界へのインタビュー開始 

・ドラマ脚本の制作着手 

・熱中症予防部会立ち上げ 

７月 ・アツい業界へのインタビュー記事を掲載した情報誌を発刊、配布 

・今年度の取り組み状況の確認 

・アンケート調査開始 

・ドラマ制作開始 

・アツいまち HP への記事掲載 

・熱中症予防部会の開催(第 1回) 

８月 ・ドラマ公開→9月に公開に変更 

・アツいまち HP への記事掲載 

・熱中症予防部会の開催(第 2回) 

９月 ・ドラマ公開 

・熱中症予防部会の開催(第 3回) 

10 月 ・熱中症予防部会の開催(第 4回) 

・中間報告書提出 

11 月 ・アンケート調査結果による対策を検討 

12 月 ・最終報告書を提出 
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３．組織体制 

今後、庁内関係部局（産業観光課、環境課、保健センター等）と多治見まちづくり株式会社による多

治見市中心市街地活性化協議会傘下の熱中症対策部会を立ち上げ、中心市街地を主とした市内の熱中症

対策の事業についての情報共有や新規事業立ち上げのための検討会を行い、次年度以降の熱中症予防事

業計画の策定および予算化を行う。 

また、部会には関係する民間企業や専門家等の参加も呼びかけ、メンバーとする。官民連携での熱中

症予防に取り組む。 
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４．地域の熱中症リスクの評価 

アンケート結果（回答数 157 名）をもとに市民の熱中症予防対策等に関する意識を検証した。検証の

結果主に以下のことがわかった。 

・各年代ごとに熱中症リスクを感じる場面に傾向があること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10 代及び 60 代以上で「熱中症にかかったことがある」もしくは「熱中症にかかっていたと思う」と

いう回答が半数以上で、他の年代よりも自身の熱中症リスクの認識が高いことが分かった。 

10 代では、特に屋外、部活動などでリスクを感じる回答(アンケート意見を参照)が多く、小まめな水

分補給などを訴えかける必要がある。 

40 代では、特に焼き物関係の職場等の屋内(アンケート意見を参照)でのリスクを感じるケースがみら

れる。 
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５．熱中症予防行動の広報 

１）啓発物の作成 

・アツい業界へのインタビューに関連したフリーペーパー 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
フリーペーパー記事抜粋 
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２）熱中症予防ドラマ「＃アツドラ.」の制作 

①ドラマポスター・パンフレット（アンケートのリンクも掲載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②＃アツドラ 

ドラマのストーリーのなかで、市民の熱中症予防対策の様子や、熱中症警戒アラートの知識等につい

て触れた。番組の最後には、熱中症予防対策のおさらいコーナーを設け、復習できるような構成とした。 

その他、名物、文化、観光等の情報も盛り込み、市内の各所で撮影し、発信すること、また市民がエ

キストラ等で出演することで地域内での視聴者の増加を図り、多くの市民の目につく取り組みとし、老

若男女をターゲットとし、熱中症予防の周知に資するものとした。 

 配信方法：YouTube によって動画配信を行った。 

視聴回数合計 6,531 回(第 1話 1,981 回、第 2話 2,043 回、第 3話 885 回、予告編 1,622 回) 

 

 

 

ドラマポスター ドラマパンフレット 
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６．熱中症警戒アラートへの対応 

１）事前周知 

・ドラマ内で「熱中症警戒アラートが発生した暑い 1 日」が設定となっており、全話で話題が登場した。 

・また、ドラマ内だけでなく、1 話の振り返りコーナーにおいて取りあげ、詳細を説明した。 

・アンケート内で質問項目に入れ、ライン登録で取得できる旨も記載。 

・多治見市内において、気温が一定以上になった際、放送にて熱中症警戒アラートに関しての情報が流

れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）熱中症警戒アラート発表時の対応 

・岐阜県内に熱中症警戒アラートの情報が発表された際に、岐阜県防災情報通信システムを通じて救急

指令課に前日 17 時及び当日の朝 5 時に配信される。 

・救急指令課は配信を受けて情報を確認し、多治見市がＷＢＧＴ33 以上の場合に当日の午前 10 時に防

災無線の放送及び緊急メールを配信、自動的に「多治見市防災行政情報」アプリでも配信される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

熱中症警戒
アラート発表

岐阜県

岐阜県防災情報通信システム

多治見市
(救急指令課)

防災無線・緊急メール(救急指令課)

多治見市防災行政情報
(自動配信)

市
民
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７．熱中症リスクを効果的に低下させる取組のポイント 

ドラマでの熱中症予防についての学びの機会を届けるという新しい手法により、地域内での話題とな

った。また、出演者も市内の一般の方に協力していただき、これにより事業に関わる人が増え、地域全

体への興味関心の増加に繋げることができた。 

制作のプロセスから市民参加型の取り組みとすることで、それを視聴した市民のアクションへつなげ

ることが期待できる。 

また、地域ならではの場所、文化などの魅力も盛り込むことで観光誘客など他の分野においてもよい

影響をあたえた。 

来年の夏に向けてチャンネル登録者を増やすべく、冬にスピンオフを制作し公開した。 

 

８．持続的な取組へのポイント 

多治見市における中心市街地活性化協議会で熱中症予防部会が立ち上がるなど、内部的にも熱中症に

関する取り組みが提案され来年度以降の計画にも幅を持たせることができた。 

本事業の成果については、多治見市中心市街地活性化基本計画（Ｈ30.4～Ｒ5.3）（以下、基本計画と

いう）の基本方針 4「元気で快適に暮らせるまちづくり」に関連して基本計画に総合的な計画を記載す

る予定である。基本計画は行政と多治見市中心市街地活性化協議会との情報交換や意見の提案を受け、

年度ごとに計画掲載事業を追加していくものであり、前述の熱中症対策部会で具体的な検討を行い、検

討結果を反映させる際に協議会へ諮ることで更新をしていく計画である。 

市街地における暑さ対策の推進として、まちなかの安全性、快適さを向上させることを目標とした事

業を、熱中症対策部会を中心に企画し、基本計画へその企画内容を掲載することをイメージしている。 

 

＜5 年後＞ 

 ・ドラマで取り扱った対策の内容を習慣的に取り入れることで、「暑い」だけでなく、熱中症予防を

日常的に行うまちとして多治見市の認知度が上がる。 

 ・熱中症予防部会の中で検討された企画を継続して実施。 

＜10年後＞ 

 ・熱中症だけに限らず、地域の課題解決に関してドラマを用いた手法が広まり、地域一丸となり楽し

みながら課題解決に向かうようになる。 
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【京都府】暑さ指数（WBGT）を活用した熱中症予防対策 

 

１．事例の概要 

１）地域の概要 

京都府は北西－南西方向に細長い長方形状の範囲をもつ。 

北は日本海沿岸から内陸の丹波高地そして京都・山城盆地と多様な

地形地域で構成されており、北端の経ヶ岬と南端の名張川中流部との

南北直線距離は約 150km、また東西幅は平均約 40km に達する。 

中緯度温帯湿潤帯に位置し、日本海岸域では冬期の多雨・多雪、京

都市付近は瀬戸内気候の影響で少雨、丹波地区は寒暖の激しい内陸気候の特徴を示す。 

 

２）地域の熱中症対策の課題 

・熱中症救急搬送者数については、総務省消防庁の情報により都道府県別、年齢別、発生場所別等のデ

ータを把握することが可能ではあるものの、より効果的な年齢・発生場所等に応じた対策を講じるた

めには、年齢別の発生場所別といったような、複数項目で分類した詳細データが必要 

・熱中症警戒アラートでも使用されている暑さ指数(WBGT)は、環境省のホームページ等で公表されてい

るものの、意識的にアクセスしなければ目にできない。府民に十分に認識されているとは言い難い状

況にあり、よりいっそう周知、活用を図ることが必要 

・熱中症にならないような啓発はテレビ等でもなされているものの、それと比較して、熱中症の可能性

がある場合に重症化を防止するための対処方法等についての啓発が少なく、広報・啓発を強化するこ

とが必要 

・総務省消防庁のデータによると、府内の熱中症による救急搬送者は高齢者が多く、より直接的に高齢

者に働きかける啓発活動が必要 

 

３）取組の概要 

①熱中症リスクの評価 

・年齢、場所、行動等による状況別の熱中症リスク評価 

効果的な啓発を行うために優先すべき対象・項目を明らかにすることを目的とし、熱中症搬送者ご

との年齢・発生場所等のデータを用いて熱中症の発生状況や熱中症リスク等について分析を行う。ま

た、運動中か否か等、熱中症を発症しやすい危険な行動等を類型化することを検討する。 

・地域特性を考慮した熱中症リスク評価 

南北に細長い京都府の地域特性を考慮して、各々の地域（北部、中部、南部等）にある京都府の関

係施設等に気象観測機器を設置し、暑さ指数（WBGT）のデータ収集・分析を行う。 

・施設内における各活動場所を考慮した熱中症リスク評価 

学校等の施設において、小型の気象観測センサーを用いて様々な場所（校庭、教室、体育館等）で

の暑さ指数（WBGT）を算定し、各測定場所の熱中症リスクの評価を行う。 

 

②暑さ指数（WBGT）の活用 

・熱中症警戒アラートが発表された際の情報発信方法の検討(防災・防犯メールの活用を検討) 
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・地域ごとの暑さ指数（WBGT）に関する情報発信 

南北に細長い京都府の地域特性を考慮して、各々の地域（北部、中部、南部等）にある京都府の関

係施設等に気象観測機器を設置。 

気象観測機で収集・分析したデータ（気温、湿度、暑さ指数（WBGT）等）を京都府内の駅等12箇所

に設置されているデジタルサイネージで随時表示。 

数値をただ表示するだけではなく、「行動変容」について認識いただくことができるよう、「暑さ指

数（WBGT）等の情報が役に立ったか否か」及び「行動変容につながったか否か」を伺うアンケートボ

タンを設定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・学校等の施設における暑さ指数（WBGT）に関する情報発信 

学校等の施設（8 施設）におい

て、小型の気象観測センサーを設置

（ 1 施設あたり 1～4 箇所）し、

様々な場所（校庭、教室、体育館

等）での暑さ指数（WBGT）を算定。 

算定したデータについては、施設

の管理者（学校の先生等）が所有しているスマートフォンやタブレット等に

表示。 

 

舞鶴市倉谷

京丹後市峰山町

精華町精華台

京都市京北町

京都市下京区

＜気象観測機（ソラテナ）設置場所＞

京都丹後鉄道天橋立駅

京都丹後鉄道網野駅

トロッコ嵯峨駅

JR亀岡駅

JR長岡京駅

JR宇治駅

けいはんな記念公園

けいはんなプラザ

近鉄新祝園駅

JR京都駅

北野白梅町駅

嵐電西院駅

＜デジタルサイネージ設置場所＞
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③普及啓発の強化 

・熱中症による重症化を軽減するための対策をチラシ・ポスターで啓発 

・高齢者を主な対象者とする普及啓発の強化 

 

４）KPI と評価結果 

令和２年度の熱中症救急搬送者数を基準として、令和８年度までに熱中症救急搬送者数を半分に、死

亡者数を０にする。 

※本事業の結果を踏まえ、本事業で策定した「京都府熱中症対策方針」における目標は以下のとおり。 

①令和 2 年の熱中症救急搬送者数（1,509 人（6月 1 日～9 月 30 日））を基準として、令和 8 年までに熱

中症救急搬送者数を半分以下にする。 →  令和３年度：1,054 人（5月 1日～9月 30 日） 

②熱中症死亡者ゼロの早期達成に向けて、令和 8 年までに熱中症による死亡者数を 5 人未満にする（令

和 2年１月１日～12 月 31 日の死亡者数は 9人）。 → 令和３年度：0人（5月 1日～9月 30 日） 

 

２．取組の流れ・スケジュール 

令和 3年度 実施内容 

4 月 日本エヌ・ユー・エス株式会社との打合せ 

5 月 日本エヌ・ユー・エス株式会社との契約締結 

6 月 今夏に実施したい（支援を受けたい）事業・取組の企画調整開始 

関係者、関係団体との調整 

7 月 関係者、関係団体との調整 

「熱中症予防強化月間」（啓発キャンペーン等の実施） 

委託事業者との契約締結（一般社団法人京都スマートシティ推進協議会

（データ分析等）、株式会社ウェザーニューズ（気象観測機器のレンタル

等）） 

8 月 気象観測機の配備・観測等の開始 

熱中症リスク評価の開始（データの提供依頼） 

9 月 気象観測機の観測等の実施 

熱中症対策会議の立ち上げ（調整等） 

熱中症リスク評価の実施（分析等） 

10 月 気象観測機の観測等の実施 

熱中症リスク評価の実施（分析等） 

中間報告書の作成、環境省に中間報告書を提出 

熱中症対策会議（第 1回） 

11 月 気象観測機の観測等の終了、気象観測機設置場所の管理者等へのヒアリン

グ調査の実施 

委託業者との契約締結（大塚製薬株式会社（リーフレットの作成等）） 

熱中症対策会議（第 2回、第 3回） 

12 月 リーフレット（学校向け）の配付 

最終報告書の作成、環境省に最終報告書を提出 

 

３．組織体制 

１）京都府庁内会議体（庁内連絡会議） 

京都府では、全庁を挙げて熱中症対策に取り組んでいくため、熱中症対策に係る国や他自治体等の施

策・取組の情報共有、京都府の施策間の連携・調整や進捗管理等を図ることを目的とし、令和 2（2020）

年 12月に、京都府庁内の全部局が参画する庁内連絡会議を環境部局と健康福祉部局が連携して立ち上げ
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ており（これまで令和 2（2020）年 12月及び令和 3（2021）年 4月に開催）、全部局が連携して「熱中症

予防強化月間」と位置付ける 7月に集中して広報を行った。 

また、全部局に対し、熱中症警戒アラート発表時に関係団体等に周知し、熱中症予防対策に活用する

よう環境部局から依頼した。 

 

２）オール京都での推進体制（熱中症対策会議） 

京都府内市町村や関係機関との連携した取組の展開に向けて、庁内連絡会議を核として、京都府の出

先機関である広域振興局、市町村、有識者（医師、企業、高齢者関係団体等）が参画するオール京都で

の推進体制である「熱中症対策会議」を立ち上げた（令和 3（2021）年 10 月に立ち上げ、同年 12 月ま

でに 3回開催）。 

今年度は熱中症対策方針の策定に向けた検討・議論を行い、今後も連携しながら府民・事業者への啓

発を展開していく。 
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４．地域の熱中症リスクの評価 

１）年齢、場所、行動等による状況別の熱中症リスク評価 

京都市環境部局及び消防部局に協力いただき、過去10年間の熱中症による救急搬送者数データ（分析

対象年：平成23（2011）～令和3（2021）年、データ数：8,755）を入手し、データを「覚知年月日、時

間」、「年齢」、「傷病程度」、「発生場所」、「既往症」、「事故種別」ごとに整理・集計した。整理・集計し

たデータを「年齢－覚知時間」、「年齢－傷病程度」、「年齢－発生場所」等、いくつかの組み合わせでク

ロス集計し、分析したところ、主な分析結果は以下のとおり。 

・最も多いのは 75 歳以上、次に 61 歳から 75 歳、その次に 15 歳から 30 歳。この傾向は男女とも同

じ。 

・ほとんどの場合、「軽症」であり、「重症」は毎年 1〜3％程度。「重症」のうち、既往症のない方が

ほとんどであるものの、「高血圧」の方が一定程度いる。「重症」は、75 歳以上の⾼齢者が多い。 

・15歳から30歳は、ほとんどの場合、学校で発生。61歳以上は、ほとんどの場合、住宅（2階以下）

もしくは道路で発生。 

・暑さ指数（WBGT）が⾼い数値を⽰すほど、症例数は多くなる。ただし、暑さ指数（WBGT）が「ほぼ

安全（暑さ指数（WBGT）が 21未満）」の日にも症例が発生することがある。 

 

２）地域特性を考慮した熱中症リスク評価 

令和 3年 8月 3日～同年 11月 2日まで京都府内 5箇所に暑さ指数（WBGT）の測定機器を設置。実測し

た暑さ指数（WBGT）と環境省が公表している暑さ指数（WBGT）の実況推定値を比較したところ、強い相

関（R＞0.95）が得られた。 

 

３）暑さ指数（WBGT）の場所による違い 

学校等の施設に設置した小型の気象観測センサーの測定データから算定した暑さ指数（WBGT）のうち、

学校の暑さ指数（WBGT）について分析したところ、概要は以下のとおり。なお、あくまで 1 つの事例で

あり、全てのものに当てはまるかは、さらなるデータ収集が必要。 

・校庭（芝生）近くの風通しの良い屋根のある通路（プール前）と比較して、体育館の方が暑さ指数

（WBGT）が高くなることがあった。また、体育館は暑さ指数（WBGT）が30を超える時があり、注意

が必要。 

・校舎は比較的暑さ指数（WBGT）が低い。 

・武道場では、暑さ指数（WBGT）が 30を超える時があり、注意が必要。 
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５．熱中症予防行動の広報 

１）熱中症による重症化を軽減するための対策をチラシ・ポスターで啓発 

熱中症予防対策だけではなく、熱中症を発症した場合、予兆を感じた場合の対応など、重症化を軽減

するための対策について、京都府の広報紙「府民だより」や京都府のホームページに掲載。 

また、今年度の事業で得られた知見等を踏まえながら、重症化を軽減するための対策や熱中症警戒ア

ラートの発表時の対応等について、学校向けのリーフレット及び高齢者向けのチラシ・ポスターを作成。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）高齢者を主な対象者とする普及啓発の強化 

京都府地球温暖化防止活動推進センター（地球温暖化対策

の推進に関する法律第 38 条に規定する地球温暖化防止活動

推進センター）等を通じて、本府が同法第 37 条に基づき委

嘱した京都府地球温暖化防止活動推進員（約 300 人）に対

し、熱中症予防対策についての講習会を実施（講師：京都府

地球温暖化対策課職員）。 

また、京都府電機商業組合の組合員である「町のでんきや

さん」（約 400 店）と連携し、省エネ性能が優れたエアコン

への買替えを促すキャンペーン（令和 2 年度開始事業、令和

3 年度の対象機器はエアコン）を実施し、適切なエアコン利

用の呼びかけ・熱中症に係るアンケートを実施。 

その他、高齢者の関係団体において、高齢者に対し、熱中

症予防対策等について啓発を実施した。また、同センターに

来所される高齢者も多いことから、環境省が作成した熱中症

予防対策に係るポスターの掲示及びチラシの配架を行った。 
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６．熱中症警戒アラートへの対応 

１）事前周知 

＜府ホームページにおける情報発信＞ 

熱中症警戒アラートの発表条件、発表された場合にどう行動すれば良いのかを府ホームページに掲載 

＜チラシ等の配布＞ 

環境省が作成した熱中症警戒アラートに関するチラシを以下のキャンペーン等において府民に配布 

京都府×大塚製薬株式会社による熱中症対策啓発キャンペーン 

サンガスタジアム by KYOCERA における熱中症対策啓発キャンペーン 

まゆまろラジオ体操 

＜その他＞ 

テレビやラジオ、SNS、広報誌での広報 

各種研修会での啓発 

京都府内の駅等12箇所に設置されているデジタルサイネージにおいて、府内5地点の暑さ指数の実測

値、アラートが発表されているか否かを表示 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）熱中症警戒アラート発表時の対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

番号 部局名 対応 

① 防災部局 

○府の防災・防犯情報メール登録者に対し、熱中症警戒アラート情報をプッ

シュ通知発信。 

○システムを通じて府内関係部署や市町村等に連絡 

熱中症警戒
アラート発表

防災部局

府民

登録者（府民）に対し防災・防犯情報
メール送信

府広域振興局等（防災関係担当課）

府土木事務所

市町村（防災部局）

消防本部

ダム

病院
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② 環境部局 
○京都府内の駅等 12 箇所に設置されているデジタルサイネージで表示。（令

和 3年度の取組） 

７．熱中症リスクを効果的に低下させる取組のポイント 

熱中症予防対策だけではなく、熱中症を発症した場合や、予兆を感じた場合の対応など、重症化を軽

減するための対策について、京都府の広報紙「府民だより」や京都府のホームページに掲載し、啓発を

行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８．持続的な取組へのポイント 

府外部関係者との会議体（熱中症対策会議）を設置し、効果的な啓発方法等具体的な熱中症予防対策

について検討・議論（令和 3 年度は 10 月～12 月に 3 回開催）し、検討・議論した内容を盛り込んだ熱

中症予防対策方針を令和 3年 12 月に策定した。 

地域別の暑さ指数（WBGT）の把握について、気象観測機を設置して把握する場合、費用がかかるが、

気象観測機で観測したデータと環境省が公表している実況推定値を比較・分析したところ、強い相関が

あることが分かった。そのため、今後は、地域別の暑さ指数（WBGT）として環境省が公表している実況

推定値を活用することで、予算を計上せずに地域の暑さ指数を把握することができる。 
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【大阪府吹田市】熱中症リスクの高い関係者のプラットフォームを設置し、効果的な熱中症対策の検討 

 

１．事例の概要 

１）地域の概要 

吹田市は全域が市街化され、人工廃熱や人工被覆面の増加、水面・緑地が減少していることで、熱帯

夜数（吹田市環境基本計画において暑熱環境を把握する指標）が 33日（令和元年度 5年移動平均値）に

及んでいる。 

大阪（大阪管区気象台（大阪市））において近年の猛暑日の日数は増加している。地球温暖化が最も

進行する場合、１年間に、熱帯夜は約 100 日、猛暑日は約 70 日となると予測されている。 

                  （出典 大阪管区気象台（近畿地方の気候変動 2017）から） 

 

２）地域の熱中症対策の課題 

・既往調査から高齢者及びスポーツをしている者が熱中症発生リスクの高い集団であること、さらに万

博記念公園の運動施設が熱中症発生リスクの比較的高い施設であることが見出された。そのため、こ

れらのリスクの高い集団を対象として対策を行っていくことが課題となっている。 

・高齢者に対する効果的な啓発を発展していくためには、まず高齢者の詳細な実態把握が必要である。

また、スポーツ等を指導している部活指導者への効果的な指導マニュアルや啓発手段等がないことが

課題である。 

・平成23年に地表面温度の熱画像を撮影し、市域全域のヒートアイランド現象を把握しているが、撮影

から 10 年が経過したため、地表面温度を示す熱画像の更新が必要であった。 

 

３）取組の概要 

吹田市内において熱中症リスクが高いと考えられる「高齢者」「教育機関」「運動施設」におけるリス

ク低減をおこなうため、以下の①～③を実施した。 

①熱中症リスクの高い関係主体に対する取組 

「高齢者」「教育機関」「運動施設」における熱中症リスクを低減するため、啓発活動を実施した。

実施に際しては、ヒアリング等により、効果的な取組を検討した。啓発による意識や行動への変化に

ついて、対象者へのアンケート・意見交換会を通じて、把握した。 

特に、高齢者に対しては、アンケートにより熱中症に関するリスクの認知、熱中症予防の行動の実

態を属性別に把握した。 

②熱中症リスク評価の取組 

高齢者における熱中症リスクを把握するため、消防本部から提供された2014～2020年の熱中症搬送

者データにより、日時別や曜日別等の熱中症リスクの詳細な分析を行った。また、教育機関や運動施

設といったその他のカテゴリーについても同様に傾向の違いやリスクについてあらためて検討した。 

事業実施主体と市内小学校・万博記念公園との協働により、市内30カ所において、気温等調査を実

施した。その測定結果をもとに詳細な暑熱環境状況を見える化し、熱中症リスクの高い場所や時間帯

を把握した。 

③プラットフォームの運営 

熱中症リスクが高い集団に対し、自律的に対策を実施していく仕組みを構築するため、高齢者、教
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育機関、運動施設の各関係主体における協議の場（以下「プラットフォーム」という）を事業実施者

が設置運営した。夏季前の５月に、事業実施計画の共有及び意見交換をおこなう第１回プラットフォ

ーム会議を各1回開催した。夏季後の10月に、取組結果の共有及び振り返りのための第２回プラット

フォーム会議を高齢者・教育機関・運動施設の関係主体において開催した。今年度の取組と成果を共

有し、啓発ツール等の企画、熱中症対策の取組を協議した。 

 

４）KPI と評価結果 

令和 10 年度までに熱中症救急搬送者数※を令和２年度（５年移動平均）比で３割削減 

→ 結果：令和 3 年度熱中症救急搬送者数の令和 2 年度（5年移動平均）比 

暑さ指数 WBGT 30：約 6％削減 

暑さ指数 WBGT 31：約 31％削減 

暑さ指数 WBGT 32：約 25％削減  

  （※日最高暑さ指数 WBGT30 以上（30、31、32…）別の人口当たりの熱中症救急搬送者数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．取組の流れ・スケジュール 

令和３年度 実施内容 

５月 請負業者（環境省が別途契約する）ほか共同実施者間での打合せ及び年間プランの作

成等 

①協力依頼、啓発ツール情報収集・企画・製作、啓発動画収集・提供手法検討、有識

者や専門家助言 

②暑熱調査計画、関係者間の調整、熱中症搬送者情報収集 

③関係者への協力依頼、プラットフォーム会議調整・準備、開催 

６月 ①啓発ツール作成、高齢者・教育機関アンケート準備、意見交換会準備 

②関係者との協議 

③プラットフォーム会議の内容共有 

７月 ①啓発の試行、熱中症対策の実践、高齢者・教育機関アンケート実施、 

②測定機器設置、暑熱調査実施、熱中症搬送者情報収集 

③プラットフォーム会議参加者での情報共有 

８月 ①啓発の試行、熱中症対策の実践、高齢者・教育機関アンケート実施 

②暑熱調査実施、熱中症搬送者情報収集 

日最高暑さ指数（WBGT） 日最高暑さ指数（WBGT） 
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③プラットフォーム会議参加者での情報共有 

９月 ①啓発ツールに関する意見交換、意見交換会実施 

②暑熱調査実施、熱中症搬送者情報収集 

③プラットフォーム会議の準備 

10 月 環境省へ中間報告書を提出 

①アンケート調査・まとめ、意見交換会まとめ 

②暑熱調査結果分析・まとめ、熱中症搬送者データ分析 

③プラットフォーム会議開催 

11 月 有識者や専門家からの助言 

①事業成果を踏まえた啓発ツール検討、企画作成 

②アンケート調査・まとめ、意見交換会まとめ 

③暑熱調査結果分析・まとめ、熱中症搬送者データ分析 

④調査結果の共有 

⑤プラットフォーム会議まとめ 

中間報告会 

12 月 環境省へ最終報告書を提出 

１月 環境省の検討会における成果報告。その結果を踏まえ、報告書を修正 

 

３．組織体制 

【事業実施者】 

吹田市（環境政策室）、一般社団法人コミュニケーションデザイン機構（きんき環境館運営団体）、 

一般社団法人環境情報科学センター 

【協力団体】（今後調整をおこなう団体等を含む） 

（教育機関の関係主体） 

関西大学、大阪学院大学高等学校 

（運動施設の関係主体） 

万博記念公園指定管理者（万博記念公園マネジメント・パートナーズ（BMP））等 

（高齢者の関係主体） 

吹田市立高齢者生きがい活動センター、吹田市立市民公益活動センター、吹田市社会福祉協議会、

大阪府済生会吹田病院、吹田市シルバー人材センター等 
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（暑熱調査協力主体） 

市内の小学校 

（吹田市内部） 

文 化 ス ポ ー ツ 推 進

室、教育委員会、高

齢 福 祉 室、 消 防本

部、他 

（有識者・専門家） 

（水平展開に向けた情報

共有） 

大阪管区気象台、近畿

地方環境事務所 

 

 

 

 

４．地域の熱中症リスクの評価 

１）市内暑熱環境調査 

2021 年 8月 5日の日最高気温（14時）及び日最低気温（翌日 5時）の暑さ指数（WBGT）分布である。

両時間帯共に万博記念公園の平均暑さ指数（WBGT）が 1 程度低いことがわかった。万博記念公園を除く

と日中にくらべて明け方の気温分布に地域的な特徴が見られ、市域の南側の暑さ指数（WBGT）が北側に

比べ 0.3 から 0.5℃程度高くなっていた。 

この違いは、市内の北側が緑被率と標高が高いことが影響していると推測され、暑熱環境に関する計

画づくりでは、標高を考慮し、緑被率へ配慮するなど、長期的なまちづくりの視点が必要であることが

あらためて確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  暑さ指数（WBGT）分布（8 月 5 日 14 時）          暑さ指数（WBGT）分布（8 月 6 日 5

時） 

 

２）熱中症救急搬送データの分析 
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年代別・日最高暑さ指数（WBGT）別の人口 10 万人あたりの熱中症発生数を示す。日最高暑さ指数

（WBGT）30 を境に全体的に発生数が増加するが、特に後期高齢者の熱中症発生数の増加が著しく、次い

で10～24歳の若年層が多くなっていた。運動施設がある万博記念公園が所在する⑬山田東中地域の熱中

症発生が著しく多い傾向にあることがわかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年代別・日最高暑さ指数（WBGT）別の熱中症搬送者数           熱中症搬送者数の地域分布 

 

曜日別の熱中症発生数は、10～24歳の若年層では著しく土日が多いが、75歳以上では曜日の特徴は見

られなかった。10～24 歳では、教育機関での部活動や運動施設での競技など、特に休日に実施される活

動に注意が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

曜日別熱中症発生数（10～24 歳）         曜日別熱中症発生数（75歳以上） 

 

３）市民アンケート結果による高齢者のリスク分析 

住まいの築年数とエアコンの利用時間の関係は、築年数「10 年未満」の回答者でエアコンの利用時間

が長くなる傾向が見られた。同じ高齢者のなかでも、住まいの築年数が長いほど、エアコンの利用時間

が短い傾向にあった。その傾向は特に就寝時に明確であった。 

 

 

 

 

 

 

住まいの築年数とエアコン利用時間 

日最高暑さ指数（WBGT） 

0 

9 

10 

12.5 

14.5 

13.6 

10.0 

10.1 

15.6 

22.5 

20.3 

23.4 

55.0 

46.4 

37.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10年未満

10～29年

30年以上

0時間

1～2時間

3～4時間

5～6時間

7時間以上
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市内の地域別にエアコンの利用時間集計すると、日中ではあまり違いが見られないものの、就寝時に

は地域によって違いが見られ、夜間に差が見られた地域別の暑熱環境や上述の築年数の違いなどが影響

している可能性がある。 

 

 

 

 

 

 

 

地域別のエアコン利用時間（就寝時） 

  

5 

14 

6 

12 

10 

10 

10

14
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15
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20
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36
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JR以南地域
片山・岸部地域

豊津・江坂・南吹田地域
千里山・佐井寺地域

山田・千里丘地域
千里ニュータウン地域

0時間

1～2時間

3～4時間

5～6時間

7時間以上
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５．熱中症予防行動の広報 

１）高齢者向けリーフレット 

令和２年度に作成した「暑さ指数啓発」「涼しい服装推進」のポスターを活用し、公民館等での啓発

を行うとともに、啓発ツールとしては、「暑さ指数啓発」「涼しい服装推進」「エアコン利用促進」の３

種類のリーフレットを作成した。試作版を作成し、高齢者プラットフォーム会議での意見交換で出され

た意見などを参考に、「暑さ指数啓発」のポスターを作成し、他２種のリーフレットを改訂した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

暑さ指数啓発リーフレットの表裏               ポスターの作成 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

涼しい服装推進リーフレットの表裏               改定後の裏面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エアコン利用促進リーフレットの表裏              改定後の裏面 

作成 

改訂 

改訂 
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２）教育機関向け動画啓発アンケート 

高校生・大学生及び部活指導者に対する啓発の観点か

ら、暑熱順化・暑さ指数（WBGT）活用・応急処置等に関

する既存の動画情報をYouTubeチャンネルから収集し、動

画を視聴してもらうことで熱中症予防を啓発するととも

に、各動画に関するアンケート調査を実施した。 

高校生に実施したアンケート結果からは、こまめな水

分補給、冷やすこと、生活リズム等の意識づけなどが比

較的多く見られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

AI テキストマイニング（株式会社ユーザーローカル）
による 

ワードクラウド 

 

３）運動施設向けリーフレット 

運動施設利用者を対象とした啓発リーフレットを作成し

た。また、運動施設スタッフへの啓発動画の案内、及びア

ンケート調査を実施した。 

アンケート結果からは、ポスターを掲示する方法が支持

され、利用者が見る場所にポスターを掲示し、QR コード

からより詳細な情報が得られるようにするなどの意見が見

られた。 
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６．熱中症警戒アラートへの対応 

１）事前周知 

・全職員に対して、熱中症警戒アラート受信のための個人向けメール・LINE 配信サービスの活用につい

て周知した。特に、教育機関や高齢者施設、市公共施設等の施設管理部局は、積極的に活用するよう

記載した。 

・大阪府に初めて熱中症警戒アラートが発信された翌営業日に、再度、全職員へ周知した。 

・市民に対しては、市報（7 月号）で、暑さ指数 WBGT について（裏表紙）、熱中症警戒アラートについ

て（中ページ）それぞれ掲載し周知した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）熱中症警戒アラート発表時の対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

市報 7 月号裏表紙 市報 7 月号中ページ 

熱中症警戒

アラート発表

高齢福祉室 福祉施設

教育委員会 教育現場（学校）

文化スポーツ推進室 運動施設

吹田市では、各室課が「熱中症警戒ア
ラートメール登録」や「環境省LINE公式ア
カウントの登録」を行い、熱中症警戒ア
ラートの情報を受信

（各室課が状況に応じて対応）

・
・
・
・
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７．熱中症リスクを効果的に低下させる取組のポイント 

１）熱中症リスクの高い集団を対象として、関係主体が協議するプラットフォーム運営 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）リスク評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・過年度の調査で吹田市内の熱中症救急搬送デー

タ分析から、「高齢者」「教育機関」「運動施

設」の熱中症発生リスクが高いことが判明 

・「高齢者」「教育機関」「運動施設」の関係主体

の協議の場となるプラットフォームを運営し、

効果的な熱中症予防対策を検討 

【高齢者プラットフォーム】 

・高齢者個人の事情は様々で、見守

り・声かけが大切 

・字が大きくてわかりやすいパンフ

レット 

・多様な団体による取組が重要 

【運動施設プラットフォーム】 

・利用者への啓発に加え、競技団

体・イベント主催者側への啓発が

必要 

・施設管理ルールに熱中症予防を含

めていくことが必要 

【教育機関プラットフォーム】 

・紙媒体より動画が効果的で、視聴時

間は５分未満 

・学校側から視聴を呼びかける 

・予防だけでなく、競技のパフォーマ

ンス向上の視点も重要 

【市内暑熱環境調査】 

・30 カ所で市内の暑熱環境 

 を把握し、その原因や 
熱中症リスクを分析 

【熱中症救急搬送データ分析】 
・継続的に熱中症救急搬送 

データを分析し、効果的な 
対策につなげる実態把握 
を実施 

【市民への情報提供】 

・各プラットフォームへの情報

提供 

【長期的なまちづくりへの活用】 

・気候変動の影響を把握するとと

もに、熱中症予防に資する暑熱

環境に配慮したまちづくりに活

用 

【事業評価】 

・年々の暑さの変動に影響されに

くい評価手法の採用 

・暑さ指数別の人口当り熱中症救

急搬送者数の削減 
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８．持続的な取組へのポイント 

令和 3 年 2 月に吹田市第 2 次地球温暖化対策新実行計画を策定し、その中で地域気候変動適応計画を

位置付けて、暑熱環境対策の推進を施策の柱にしている。 

 

具体的な施策としては、以下の①～⑥である。 

①熱帯夜数の把握 

②市内の気温分布調査の実施 

③建物の屋上緑化・壁面緑化 

④高反射率塗料などの使用による蓄熱対策や人工排熱対策 

⑤道路や駐車場などの蓄熱対策などのヒートアイランド対策 

⑥熱中症予防の啓発活動やクールビズの呼びかけなどの気候変動による健康被害対策 

 

また、吹田市第 2次地球温暖化対策新実行計画の中で PDCA を回して、進捗管理を行っている。 

上記施策を推進しつつ、適宜必要な時期に地域気候変動適応計画の改定を実施し、内容の充実を図っ

ている。 

 

【熱中症予防対策の効果の指標（KPI）】 

・令和 10 年度までに、熱中症救急搬送者数（日最高暑さ指数（WBGT）別人口 10 万人あたり）を暑さ

指数（WBGT）30 以上（30、31、32…）において、令和 2年度（5年移動平均）比で 3割削減する。 
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【福岡県福岡市】アプリによる市民への注意喚起と行動の促し 

 

１．事例の概要 

１）地域の概要 

博多湾を取り囲むように市街地が広がっており、その中心に都心部が位置する。脊

振・三郡山系などの市街地の背景となる山並み、そこから市街地に伸びる森林、博多湾

の島々や海岸線、山並みと博多湾を結ぶ河川など、自然を身近に感じられる。 

低緯度で内湾に面しているため、夏季は昼夜を問わず暑さが厳しい。６月から真夏日

（30℃以上）が観測され、７月から９月にかけて猛暑日（35℃以上）が散見される。猛

暑日の観測日数は平年値で8.1日（1991-2020年 平年値）と増加傾向である（1981-2010

年 平年値 5.5 日）。ヒートアイランド現象も顕著で、平年の熱帯夜（夜間の最低気温

25℃以上）の観測日数は平年値で 38.7 日（1991～2020 年 平年値）と１か月以上にも及

ぶ。 

 

２）地域の熱中症対策の課題 

①急な気温上昇や猛暑日が続く等、気象状況が厳しくなると救急搬送者数が急増する 

令和２年８月の月平均気温は 30.2℃と過去 10 年間で最高で、暑さ指数も８月 12 日

から 14 日連続で「危険」となり、8 月の救急搬送者数は年間の救急搬送者数の約７割

を占めていた。 

今後は気象状況に応じたタイムリーかつプッシュ型の注意喚起を強化し、市民の熱

中症予防行動を促すことが求められる。 

②高齢者（特に 75歳以上）の熱中症による救急搬送割合が高い 

令和２年度の年齢層別救急搬送割合は高齢者（65歳以上）が約54％を占めていた。

特に、後期高齢者（75歳以上）については、年齢層別人口割合（約11％）に対して、

年齢層別救急搬送割合が   約 37%であり、他の年齢層と比較して顕著に高かった。 

今後はインターネットを介した情報を、ネット弱者と言われる高齢者にも分かりや

すいものに改善することで、高齢者も活用可能な媒体とすることが求められている。 

 

３）取組の概要 

LINE の活用 

福岡市LINE公式アカウントを活用した暑さ指数（WBGT）予測情報を高齢者にも分か

りやすいデザインに変更し、アプリユーザーに熱中症注意喚起を行うとともに、給水

スポット位置情報を配信し、市民に水分補給等の熱中症予防行動を促す。 
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４）KPI と評価結果 

LINE（暑さ指数情報）：登録者数 65,000 人（R3.5 現在 約 57,000 人） 

→結果：61,414 人 

暑さ指数情報が予防行動に役に立った割合（アンケート結果）：70% 

→結果：「LINE 76％」 

給水スポットの利用割合（アンケート結果）：10% 

→結果：「LINE 3％」 

 

２．取組の流れ・スケジュール 

令和３年度 実施内容 

４月 請負業者（環境省契約）ほか共同実施者との打合せ 

各種システム開発着手 

５月 熱中症リスク評価を開始（救急搬送者数、暑さ指数（WBGT）等の各種データどり） 

７月 LINE での注意喚起通知 開始 

９月 アプリユーザーへのアンケート実施（LINE） 

10 月 リスク評価やモデル事業検証 

環境省に中間報告書を提出 

11 月 中間報告会 

12 月 環境省に最終報告書を提出 

１月 環境省の検討会における成果報告 

 

３．組織体制 

１）内部体制 

○福岡市温暖化対策推進会議の下に、熱中症対策部会を設置し、熱中症対策を検討（部

会員：市民局防災企画課長、こども未来局総務企画課長、保健医療局保健予防課長、

区総務担当課長、消防局救急課長、教育委員会健康教育課長）。 

○熱中症対策を総合的に推進し、市民の健康被害防止を目的として策定した「熱中症対

策方針」の下、毎年「熱中症対策推進計画」を作成し、福岡市温暖化対策推進会議で

全ての局区室へ当該年度の具体的な取組みを共有し、全庁一丸となって各種施策に取

り組む。 

○情報共有や協議のため、推進会議を年１回、部会会議を年２回開催している。 
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２）外部連携 

対象別（一般市民・高齢者・子ども・労働者）に熱中症対策に取り組んでおり、高齢

者向け施策では、社会福祉協議会の協力の下、高齢者見守り支援事業を行う等、外部機

関との連携を図っている。 
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４．地域の熱中症リスクの評価 

１）年齢別の評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）場所別・症状別 
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５．熱中症予防行動の広報 

LINE 活用事業の広報 

アプリをローンチする際に、本市のプレスリリース、ホームページ、SNS 等を活用し

て、当事業で提供するサービスの広報・情報提供を実施した。 

 

 

６．熱中症警戒アラートへの対応 

１）暑さ指数に関する従来からの取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プレスリリース ホームページ Twitter 

市政だより 
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２）熱中症警戒アラートの運用開始を受けた取組 
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７．熱中症リスクを効果的に低下させる取組のポイント 

LINE 活用事業のポイント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アイカサクーポン     給水スポット位置情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・暑さ指数最高予測値 31 以上の前日と当日

に、視覚的に分かりやすいデザインに変更し

た福岡市の公式 LINE アカウントから通知を

配信 

・通知の際にアイカサ無

料クーポン配信 

(令和 3 年度のみの実施) 

・救急搬送者数が急増する７月頃に福岡市

LINE 友だち全員に熱中症注意喚起のメッ

セージを配信 

・画面タップで →  

給水スポット位置情

報の表示 

7/26 実施の福岡市

LINE 友だち全員へ

のメッセージ配信は

登録者数の増加に寄

与した 

合わせて以下の３つを実施 

Q．暑さ指数のメッセージは役に立ちましたか？ 

朝から LINE がくると、 

「水分補給をしっかりしよう」 

となりました 

 役に立った：76% 
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８．持続的な取組へのポイント 

福岡市熱中症対策方針の下、全庁で熱中症対策に取り組んでいる。また、必要に応じて

外部機関との連携も図っている。令和４年度以降も引き続き、同方針に基づき熱中症対策

に取り組む。 

本事業を通じて、より多くの高齢者にアプリを利用してもらうための下地ができた。今

後はプレスリリース等、様々な機会を捉えてアプリの活用を促し、高齢者等のアプリ登録

者を増やして予防行動に繋げる。一方で、インターネットを利用することが困難な高齢者

も一定数いることが予想されるため、引き続き「社会福祉協議会等を通じたチラシの配布」

や「市政だよりを活用した高齢者への予防啓発」等、紙媒体を活用した啓発も並行して実

施する。また、紙媒体以外にも、デジタルサイネージを活用して熱中症予防動画を放映す

る等、様々な広報媒体を活用して広く市民に熱中症予防を促すことで、予防行動の重要性

を啓発していく。 

 

 

 

 

 

  


